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(5)　各連結事業年度の連結所得に対する税率 (5)　各連結事業年度の連結所得に対する税率
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＊下線部が修正箇所である。

正 誤

各連結事業年度の連結所得に対する税率
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(注）１　各連結事業年度の連結所得に対する税率のうち、普通法人である連結親法人に対する中小法人の軽減税率は、
　　　 資本金１億円以下の連結親法人のうち、年800万円以下の金額について適用される。
         ただし、平成22年４月１日以後開始する連結事業年度において、国外の資本金５億円以上の大法人等との間に、
　　　 その大法人等による完全支配関係がある連結親法人については、この軽減税率は適用されない。
　　 ２　（　）書きの税率は、平成14年４月１日から平成16年３月31日までの間に開始する連結事業年度に適用される
       連結付加税率を含めた税率である。

「金沢国税局統計情報（平成22年）」正誤表
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(注）１　各連結事業年度の連結所得に対する税率のうち、普通法人である連結親法人に対する中小法人の軽減税率は、
　　　 資本金１億円以下の連結親法人のうち、年800万円以下の金額について適用される。
         ただし、平成22年４月１日以後開始する連結事業年度において、国外の資本金５億円以上の大法人等との間に、
　　　 その大法人等による完全支配関係がある連結親法人については、この軽減税率は適用されない。
　　 ２　（　）書きの税率は、平成14年４月１日から平成16年３月31日までの間に開始する連結事業年度に適用される
       連結付加税率を含めた税率である。
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